
令和５事業年度 

 

 

財  務  諸  表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自：令和 ５年 ４月 １日 

 

至：令和 ６年 ３月３１日 

 

 

 

国立大学法人名古屋工業大学  



目    次

貸借対照表  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

損益計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

純資産変動計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

キャッシュ・フロー計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

利益の処分に関する書類   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

重要な会計方針  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

注記事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

附属明細書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別紙



- 1 - 

 

貸 借 対 照 表 
（令和６年３月３１日） 

 

  

単位：千円

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 15,124,160     

建物 26,371,390     

減価償却累計額 △14,001,259   12,370,131     

構築物 1,451,245      

減価償却累計額 △954,135      497,109        

機械装置 234,178        

減価償却累計額 △199,802      34,376         

工具器具備品 16,662,055     

減価償却累計額 △14,433,012   2,229,042      

図書 3,889,628      

美術品・収蔵品 48,816         

船舶 45,394         

減価償却累計額 △38,613       6,781          

車両運搬具 3,735          

減価償却累計額 △3,735        0              

建設仮勘定 263,835        

有形固定資産合計 34,463,880     

２　無形固定資産

特許権 15,485         

ソフトウェア 4,212          

電話加入権 936            

特許権仮勘定 20,838         

商標権仮勘定 278            

無形固定資産合計 41,751         

３　投資その他の資産

投資有価証券 8,590,269      

預託金 15             

減価償却引当特定資産（注） 200,000        

その他の資産 2,465          

投資その他の資産合計 8,792,749      

固定資産合計 43,298,381     

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 3,564,334      

未収学生納付金収入 44,979         

未収入金 383,401        

たな卸資産 2,543          

前払費用 75,517         

その他の流動資産 19,171         

流動資産合計 4,089,947      

資産合計 47,388,328     
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負債の部

Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注） 732,687        

長期寄附金債務（注） 7,360,602      

資産除去債務 15,768         

長期リース債務 265,582        

長期ＰＦＩ債務 850,929        

固定負債合計 9,225,570      

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務（注） 255,070        

預り施設費（注） 250,890        

寄附金債務（注） 2,167,252      

前受受託研究費（注） 203,525        

前受共同研究費（注） 510,272        

前受受託事業費等（注） 46,498         

前受金 562,978        

預り科学研究費補助金等（注） 101,928        

預り金 162,199        

未払金 1,208,856      

前受収益 2,522          

未払費用 1,145          

未払消費税等 27,403         

リース債務 153,102        

ＰＦＩ債務 27,045         

流動負債合計 5,680,692      

負債合計 14,906,262     

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 28,576,589     

資本金合計 28,576,589     

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 15,119,830     

減価償却相当累計額（△）（注） △15,565,467   

利息費用相当累計額（△）（注） △411          

除売却差額相当累計額（△）（注） △2,506,593    

資本剰余金合計 △2,952,643    

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 261,020        

287,453        

積立金 5,865,494      

当期未処分利益 444,151        

（うち当期総利益） (444,151)

利益剰余金合計 6,858,119      

純資産合計 32,482,065     

負債純資産合計 47,388,328     

(注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に係る積立金（注）
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損 益 計 算 書 
（令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日） 

 

 

 

 

単位：千円

経常費用

業務費

教育経費 1,247,447       

研究経費 1,668,584       

教育研究支援経費 427,264         

受託研究費 852,137         

共同研究費 595,715         

受託事業費等 93,905          

役員人件費 109,894         

教員人件費 4,359,888       

職員人件費 1,865,306       11,220,144      

一般管理費 740,018         

財務費用

支払利息 25,681          25,681          

経常費用合計 11,985,844      

経常収益

運営費交付金収益（注1） 5,189,591       

授業料収益 2,931,485       

入学金収益（注1） 492,456         

検定料収益 107,266         

受託研究収益（注1） 1,106,754       

共同研究収益（注1） 805,864         

受託事業等収益（注1） 112,702         

寄附金収益（注1） 678,788         

補助金等収益（注1） 383,194         

財務収益

受取利息 0               

為替差益 13              13              

雑益

財産貸付料収入 98,704          

研究関連収入 170,043         

手数料収入 11,316          

その他の雑益 280,118         560,182         

経常収益合計 12,368,300      

経常利益 382,455         

臨時損失

固定資産除却損 2,381           

投資有価証券評価損 1,372           3,754           

臨時利益

補助金等収益（注1） 0               0               

当期純利益 378,701         

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注1） 65,450          

当期総利益 444,151         

(注1）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（注 2）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記 

 

 

（注 3）科学研究費助成事業等に関する注記 

 

    

単位：千円

　当期総利益 444,151

　　減価償却相当額 △ 649,527

　　利息費用相当額 △ 12

　　除売却差額相当額 △ 23,708

　　賞与引当増加相当額 △ 2,015

　　退職給付引当増加相当額 △ 25,008

　　小計 △ 700,272

　その他 0

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 256,121

単位：千円

当期受入額 635,067

当期支出額 640,271
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純 資 産 変 動 計 算 書 

（令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日） 
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キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

（令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日）  

 

 

単位：千円

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 3,406,783

人件費支出 △ 6,618,180

その他の業務支出 △ 667,455

運営費交付金収入 5,324,085

授業料収入 2,777,375

入学金収入 446,584

検定料収入 104,626

受託研究収入 1,556,160

共同研究収入 932,244

受託事業等収入 112,786

補助金等収入 235,210

寄附金収入 461,189

財産の賃貸等による収入 98,724

その他の業務収入 455,749

預り科学研究費補助金等の減少 △ 27,749

預り金の減少 △ 13,457

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,771,111

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 507,346

有価証券の償還による収入 100,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,653,299

減価償却引当特定資産の繰入による支出 △ 100,000

施設費による収入 250,890

小計 △ 1,909,755

利息及び配当金の受取額 10,918

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,898,836

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　 リース債務の返済による支出 △ 151,056

PFI債務の返済による支出 △ 26,134

小計 △ 177,191

　 利息の支払額 △ 26,114

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 203,306

Ⅳ　資金減少額 △ 331,031

Ⅴ　資金期首残高 3,895,366

Ⅵ　資金期末残高 3,564,334
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 444,151,573

　当期総利益 444,151,573

Ⅱ 利益処分額

  積立金 171,560,713

　国立大学法人法第３５条の２において準用する

　独立行政法人通則法第４４条第３項により

　文部科学大臣の承認を受けた額

272,590,860 272,590,860 444,151,573
教育研究の質の向上及び組織運営の
改善に係る積立金



- 8 -

＜重要な会計方針＞

当事業年度より、改定後の国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法

人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国

立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公

認会計士協会 令和５年４月１３日最終改訂））のうち、収益認識に係る改定内容を適用して、財務

諸表を作成している。

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用している。

なお、退職一時金及び教育・研究基盤維持経費については費用進行基準を、「国立大学法人名

古屋工業大学業務達成基準の取扱い」に基づき、学長が指定を行った業務については業務達成

基準を、文部科学省が指定する基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費）及び特殊要因

運営費交付金についてはその指定する収益化基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用し、受託研究等収入により取得し

た償却資産のうち当該受託研究の終了後に他の目的に使用することが困難な場合について

は、当該受託研究期間を耐用年数としている。

主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建 物 ２～５０年

構 築 物 ２～５０年

機 械 装 置 ３～ ９年

工具器具備品 ２～１０年

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（国立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示している。

（２）無形固定資産

定額法を採用している。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいている。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当

金は計上していない。なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当

額は、当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上してい

る。
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４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上していない。

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、基準第８

２第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

（２）その他有価証券

時価のない株式については、移動平均法による原価法を採用している。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評 価 基 準 低 価 法

評 価 方 法 最終仕入原価法

７．リース取引の会計処理

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。

８．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。
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＜注記事項＞

（会計方針の変更）

前事業年度まで受託研究等収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年

数としていたが、当該事業年度より改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、当該資産が当該研

究以外にも汎用的に利用できる場合は、一般的耐用年数を採用している。なお、この結果当該事業

年度において、経常利益が 46,273千円増加し、当期純利益及び当期総利益が 46,273千円増加して

いる。

（貸借対照表関係）

（１）翌事業年度以降の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 302,482千円

（２）翌事業年度以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 4,794,098千円

（３）減損関係

① 減損の兆候

（ⅰ）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用途 種類 帳簿価額 場所

電話通信等 電話加入権 936千円 名古屋市昭和区御器所

町字木市 29番 他

（ⅱ）認められた減損の兆候の概要

電話加入権については、市場価格が著しく下落しているため、減損の兆候が認められ

た。

（ⅲ）減損の認識に至らなかった理由

電話加入権については、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回るため減損処理金額

は生じていない。

② 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした固定資産

（ⅰ）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所等の概要

用途 種類 場所

宿泊施設（ＮＩＴクラ

ブ）

建物 名古屋市昭和区御器所町字木市 29番

（ⅱ）使用しなくなる日

   令和６年６月

（ⅲ）使用しないという決定を行った経緯及び理由

   建物設備の老朽化に伴う維持管理コスト及び運営コストの見直しを行った結果、翌事

業年度以降の特定の日以後、使用方法の著しい変更を行うという決定を行った。

（ⅳ）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損等の見込

額

場所 種類 帳簿価額 回収可能サー

ビス価額

減損額の見込額

宿泊施設（ＮＩ

Ｔクラブ）

建物 4,765千円 －千円 4,765千円
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（４）ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払い予定額

貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額 18,362千円

貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係る支払予定額 431,512千円

なお、サービス部分の支払額は、維持管理業務及び運営業務の実施状況のモニタリング結果

や物価変動に伴い、変動することがある。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 3,564,334千円

資金期末残高 3,564,334千円

（２）重要な非資金取引

無償譲与による資産の取得 150,765千円

（金融商品の時価等の開示に関する注記関係）

（１）金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定している。

資金運用に当たっては国立大学法人法第 35条の２が準用する独立行政法人通則法第 47条の

規定に基づき、公債、投資適格以上の社債を保有している。なお、当該運用資産は、金利の変

動による市場リスクや信用リスク等を包含しているが、資金運用規程に基づき適切なリスク管

理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状況を監視するために設置された資金運用

委員会に報告している。

（２）金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりである。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含めていない。また、現金は注記を省略しており、預

金、未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略している。減価償却引当特定資産は預金で構成されるため、預金と同様に注記を省略し

ている。

貸借対照表
計上額(＊1)

時価(＊1) 差額

（1）有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 1,229,666千円 1,227,778千円 △1,888千円

（2）リース債務 (418,684千円) (380,773千円) (△37,911千円)

（3）ＰＦＩ債務 (877,975千円) (805,522千円) (△72,452千円)

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示している。

（注 1）市場価格のない株式等は次のとおりである。

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 7,360,602千円
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（注 2）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の三つのレベルに分類している。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類している。

有価証券及び投資有価証券

国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価している。これらは活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類している。

リース債務及びＰＦＩ債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類している。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

当法人は、平成１６年４月１日に国から承継した建物に含まれるアスベストの除去見積額

及び賃貸借契約に伴う原状回復の見積額について資産除去債務を計上している。

（２）支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

使用見込期間は承継時からの耐用年数及び賃貸借期間、割引率は財務省国債金利情報を基

に 0.522％～2.269％を採用している。

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 22,499千円

時の経過による調整額 12千円

資産除去債務の履行等による減少額 △6,743千円

期末残高 15,768千円

（賃貸等不動産の時価等の開示に関する注記関係）

当法人は御器所地区に寄宿舎等を有している。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当

期増減額及び時価は次のとおりである。
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貸借対照表計上額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

2,593,686千円 12,892千円 2,606,578千円 3,043,011千円

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

（注 2）当期増減額の内訳は次のとおりである。

取得等による増加（国際学生寮）     87,702千円

減価償却等による減少（学生寄宿舎等）   56,166千円

（注 3）当期末の時価は、主として適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金

額、償却資産については、適正な帳簿価格によっている。

また、賃貸等不動産に関する当事業年度における収益及び費用等の状況は次のとおりである。

賃貸収益 賃貸費用
その他

（売却損益等）

56,504千円 130,477千円

(17,813千円)

－

（注）減価償却相当額については、内数として（ ）内に記載している。

（重要な債務負担行為）

該当事項なし。

（重要な後発事象）

該当事項なし。

（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記関係）

（１）国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

 単位：千円

I 業務費用

（１）損益計算書上の費用           11,989,599

（２）（控除）自己収入等           △ 6,427,940

業務費用合計                           5,561,658

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト                     700,272

Ⅲ 機会費用

  国又は地方公共団体の無償又は減額された

  使用料による貸借取引の機会費用        86,501

  政府出資の機会費用 183,682                270,184

Ⅳ 国立大学法人等業務実施コスト                   6,532,115
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（２）機会費用の計上方法

① 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

② 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付政府保証債の令和６年３月末利回りを参考に 0.725％で計算している。

（収益認識に関する注記関係）

  当法人は、国立大学法人会計基準第７７における収益に重要性が乏しいため、注記を省略して

いる。

（その他）

記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示している。ただし、「利益の処

分に関する書類」については、円単位で表示している。


